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発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援研究事業 

 

 

 

 

 

 

 

成果報告書（概要版） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

実施機関名（聖籠町教育委員会） 

 

1．テーマ 

子どもたち一人一人の教育的ニーズの的確な把握と早期支援及び適切な指導の在り方 

 

2．問題意識・提案背景 

町内の３こども園（３歳から５歳），３小学校・１中学校（６歳から１５歳）の在籍

１，６８０名のうち，学習や生活面で困難さを抱える幼児児童生徒は１１４名（計 6.8% 

こども園 4.0% 小学校 9.8% 中学校 5.8%）いる。 

   特に，小学校ではこれらの児童による不適応行動がもたらす学級集団での学習活動

の支障を防ぎ，すべての児童に学力を保障することが喫緊の課題となっている。この

課題解決が不十分なことから中学校における二次障害を引き起こすケースもある。こ

れまで，この課題解決に向けて，特別支援学級の整備・充実，通級指導教室の設置，

特別支援学校との連携強化，教職員の研修の充実，保護者・地域の理解の促進等に取

り組んできた。また，子ども家庭相談センターを中心に，発達障害はじめ種々の不適

応行動への早期対応を講じるなどの適応指導・就学相談や子育て支援事業も展開して

きている。今後，発達障害児の早期発見・早期支援の体制をさらに強化することで，

本町の特別支援教育の再構築を図り，将来を担う子どもたちのために本町独自の特別

支援教育と就学先決定の在り方を研究する。 

 

3．指定校について 

（小学校の場合） 

指定校名：聖籠町立山倉小学校 

学級数及び児童生徒数 

 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年 第６学年 

 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

通常の学級 ４３ ２ ４１ ２ ３７ １ ６０   ２ ４３ ２ ４４ ２ 

特別支援学級       ２  ２  １  

通級による指導 

の対象者数 
    ５  ２  ３  １  

 校長 教頭 教諭 養護教諭 講師 ALT 事務職員 特別支

援教育

支援員 

スクールカウンセラー その他 計 

教職員数  １  １ １５  １  ２   １ ６     ２ ２９ 

 

4．指定校における取組概要 

１ 一斉指導における指導法の改善の取組 

４回の授業研究を中核として，「どの子にも分かりやすい授業」を「授業のスタンダ

ード」と「環境のスタンダード」の視点から改善点を明らかにした。 

２ 教育的ニーズに応じた個別指導の取組 

障害のあるなしに関わらず，学期末に評価を行い，一定基準に達しないすべての児

童対象に長期休業中及び放課後，学級担任と専門的指導員が連携して補充学習を実施

した。その際，対象となった児童については，アセスメントリストを参考に，その子

どもの特性に応じた指導を工夫した。 



３ 専門的指導員 

(1) 人数３人 

(2) 活動内容 

  ① 授業における指導・補助  ② 授業改善に向けた指導・助言 

③ 特別支援学級，通級指導教室担当者との情報交換 

  ④ 長期休業中，放課後における担任と連携した補充学習指導 

  ⑤ ICT 機器の活用促進 ⑥ 運営委員会への参加  等 

(3) 指導件数 

  ① 授業における業務（国語，算数の授業を中心に１人週１７時間程度） 

  ② 補充学習における業務（放課後，毎日１時間程度，長期休業中３時間程度１０日間） 

 

5．主な成果 

１ 一斉指導における指導法の改善の取組 

指定校では，UDL 基礎編を策定し，指導計画を改善し，どの子にも分かりやすい授

業改善が進んだ。その結果，各種学力検査でも学力向上が検証された。 

２ 教育的ニーズに応じた個別指導の取組 

 学習面での困り感から学校生活全般に自信を持てなかった児童が，その子の教

育ニーズにあった支援を行うことで学力が向上し，自信をもち様々な場面で活躍

する姿が見られるようになった。このことは，学級全体の活性化にもつながった。 

 

6．今後の課題と対応 

 ユニバーサルデザインの視点に基づいた指導法の改善が本研究の中核となってい

る。今後，園・小・中を貫く聖籠町スタンダードの策定が必要であり，特に，園と小

の滑らかな接続を図る手だてを明確にする必要がある。 

また，専門的指導員の業務内容を徐々に軽減することで，専門的指導員がいない状

態でも同様の支援が可能となるシステムの構築を図らなければならない。専門的指導

員の業務内容を校内体制の整備と家庭との連携強化の視点から教職員，家庭へと移行

させていく必要がある 

 

7．問い合わせ先 

組織名：聖籠町教育委員会 

（1）担当部署 子ども教育課 

（2）所在地 新潟県北蒲原郡聖籠町大字諏訪山１６３５－４ 

（3）電話番号 ０２５４－２７－２１１１ 

（4）FAX 番号 ０２５４－２７－２１１９ 

（5）メールアドレス e-gakkou@town.seiro.niigata.jp 

 

 

 

 


